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１ 行動計画２０１０策定の背景 
 
  公共工事コスト縮減対策については、依然として厳しい財政事情が続く中、また、 

「とちぎ未来開拓プログラム」を推進するため、さらに高いコスト意識をもって取り組 

む必要がある。 

しかし、行き過ぎたコスト縮減は品質の低下を招く恐れもあり、コストと品質の両面 

が確保できる縮減対策を進める必要がある。 

このため、良質な社会資本の整備を着実に進めるために、政府で作成した「公共事業 

コスト構造改善プログラム」も踏まえ、「公共事業コスト縮減行動計画 2010 」を策定し、 

継続してコスト縮減を推進していく。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 行動計画２０１０の骨子 
 
（１）計画期間 

   
 
 
 
（２）コスト縮減の取り組み内容 

行動計画 2010 におけるコスト縮減の取り組みは、公共事業の構想･計画階から建設 

工事、維持管理まで、すべての分野をコスト縮減の対象とする。 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

公共事業を効率的かつ効果 

的に執行し、適正価格で良質

な社会資本を整備すること

が必要 
 

｢とちぎ未来開拓プログラム｣

を着実に推進するため、さら

に高いコスト意識をもって取

り組んでいくことが必要 
 

平成２２年７月 
「公共事業コスト縮減行動計画２０１０」策定 

  （分野）          （主な内容） 

１ 工事コスト ⇒ 計画・設計の見直しや新技術の採用による低減 

２ 時間的コスト ⇒ 効率的に工事を実施し整備効果の早期発現 

３ ライフサイクルコスト ⇒ 耐久性を向上させ維持管理コストを低減 

４ 環境的コスト ⇒ 現場発生材の再利用や環境への負荷低減 

５ 効率性向上による長期的コスト ⇒ 工事関係手続きの電子化による低減 

平成２２～２６年度（５年間）  
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（３）コスト縮減額の算定 

５つの分野・２２施策のすべてにおいて、可能な限り貨幣換算し、コスト縮減額として 

算定する。 

 
 
 
 
  
（４）全庁的な取り組み 

公共事業の効率的で着実なコスト縮減を図るためには、公共工事担当部局のみならず、 

引き続き関係部局も含め全庁が一体となった取組が必要である。 

 

               

     

 

 

 

 

 

 
 
 
（５）縮減目標 

５分野２２施策に対し、前行動計画（２００５）で達成した１５％以上（平成１６年度 

基準）の水準を５年間維持することを目標とする。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ コスト縮減に対するフォローアップ 
 
行動計画 2010 の実施状況については、年度毎に公共工事コスト縮減対策部会においてフ 

ォローアップし、栃木県公共事業施行対策連絡会議（議長：知事）に報告するとともに、広 

く県民の理解を得ながら説明責任を果たしていく。 

引き続き全庁一体 

となって取り組む 

  ５分野・２２施策のすべてを対象に、可能な限り貨幣換算 
 

産業労働観

光部

環境森林部

経営管理部

総合政策部

公安委員会

教育委員会

企業局

県土整備部

農政部

コスト縮減

の取り組み
保健福祉部

H22    H23    H24    H25    H26 

施

策

策

定

新行動計画（2010）行動計画（2005）

平成１７年度に策定した５分野２２の施策に対し

前計画（2005)で達成した１５％以上の水準を維持

１５％

０％

H17    H18    H 19    H20    H21 
H16
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 ４ 施策概要 
 
行動計画 2010 施策体系 

行動計画 2010 では、５分野における２２施策を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
５ 具体的施策のイメージ図 
 
各施策の具体策について、事業分野（共通、道路、河川、砂防、下水道、公園、公共建築、 

農業農村整備、森林整備、団地整備、用地）のうち代表的事例を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 Ⅰ．工事コストの低減
　（１０施策１１３具体策） 具体策数

①計画手法・設計方法の見直し 56

（１）工事の計画･設計の見直し ②技術基準等の見直し 11
③新技術の採用 16
④積算の合理化 9

⑤公共工事の平準化 5

（２）工事発注の効率化等 ⑥適切な発注ロットの設定 2

⑦入札･契約制度の検討 6

⑧資材の生産・流通の合理化・効率化 3

（３）工事構成要素のコスト低減 ⑨資材調達の諸環境の整備 4

⑩優良な労働力の確保 1

①合意形成・協議・手続きの改善 （新施策） 3

Ⅱ．時間的コストの低減 ②事業の重点化・集中化 （新施策） 2

　（４施策１０具体策） ③交通渋滞の緩和 2

④用地・補償の円滑化 （新施策） 3

①管理の見直し（新施策） 7

Ⅲ．ライフサイクルコストの低減 ②施設の耐久性の向上 4

　（４施策２８具体策） ③施設の省資源・省エネルギー化 6

④環境と調和した施設への転換 11

Ⅳ．環境社会におけるコストの低減 ①建設副産物対策 7

　（２施策１１具体策） ②資源循環の促進（新施策） 4

Ⅴ．効率性向上による長期的コストの低減 ①規制改革 1

　（２施策５具体策） ②工事情報の電子化 4

合計 167２２施策 （５新施策）

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

（10施策） 

（４施策） 

（４施策） 

（２施策） 

（２施策） 
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具体的施策のイメージ図    Ｎｏ.１ 【共通】 

 

 

施  策  名 Ⅰ．工事コストの低減 （１）工事の計画･設計の見直し 

②技術基準等の見直し 

具体施策名 地域の実情にあった規格（ローカルルール）の設定の促進 

地域高規格道路に地域の状況に応じた道路構造を採用する。 

 

  

地域の実情にあった規格を採用！ 

 

  

イ メ ー ジ 図 

施 策 内 容 
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具体的施策のイメージ図    Ｎｏ.2 【共通】 

施  策  名 Ⅰ．工事コストの低減 （２）工事発注の効率化等 

⑦入札・契約制度の検討 

具体施策名 企業の技術力の適正な評価 

入札・契約制度において、価格と企業の技術力を総合的に評価し、

落札者を決定する総合評価方式を実施する。 

 

  

技術力で勝負！ 

 

  

イ メ ー ジ 図 

施 策 内 容 
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具体的施策のイメージ図    Ｎｏ.3 【共通】 

施  策  名 Ⅱ．時間的コストの低減 

①合意形成・協議・手続きの改善 

具体施策名 事業評価の厳格な実施 

事前評価、再評価を厳密に実施し、事業の峻別を行い、効果的な

事業執行を図る。 

 

  

 

多面的な評価で県民生活にとってより効果の高い事業を実施！ 

 

  

イ メ ー ジ 図 

施 策 内 容 
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具体的施策のイメージ図    Ｎｏ.4 【共通】 

施  策  名 Ⅱ．時間的コストの低減 

②事業の重点化・集中化 

具体施策名 工事個所の集中化 

主要施設を早期に完成することにより、当該施設に係る事業便益を早

期に発現する。 

 

  

時は金なり！ 

 

  

施 策 内 容 

イ メ ー ジ 図 
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具体的施策のイメージ図    Ｎｏ.5 【道路】 

施  策  名 Ⅲ．ライフサイクルコストの低減 

①管理の見直し 

具体施策名 地域住民やボランティアの参加による維持管理を推進 

愛ロードとちぎ事業によるボランティア団体、市町、道路管理者の三

者による道路美化活動を行う。 

 

  

みんなのまちをみんなできれいに！ 

 

  

イ メ ー ジ 図 

施 策 内 容 
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    具体的施策のイメージ図    Ｎｏ.6 【公共建築】 

施  策  名 Ⅲ．ライフサイクルコストの低減 

①管理の見直し 

具体施策名 既存ストックの有効活用 

適切な保全管理により県有施設の長寿命化を図る。 

 

  

計画的な維持管理の仕組みを導入！ 

 

  

イ メ ー ジ 図 

施 策 内 容 
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   具体的施策のイメージ図    Ｎｏ.7 【農業農村整備】 

施  策  名 Ⅳ．環境社会におけるコストの低減 

②資源循環の促進 

具体施策名 地域に埋蔵するバイオマス等の循環利用を促進 

農業集落排水処理場から発生する汚泥、農畜産廃棄物などのバイオマ

スを堆肥・エネルギーなどに循環利用する。 

 

  

バイオマスで循環型社会へ！ 

 

  

イ メ ー ジ 図 

施 策 内 容 

工場 
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 具体的施策のイメージ図  Ｎｏ.8  【森林整備及び自然公園】 

施  策  名 Ⅳ．環境社会におけるコストの低減 

②資源循環の促進 

具体施策名 地球温暖化森林吸収源「１０ヶ年対策」の一環として、間伐材の積

極的な活用を促進 

 地球温暖化防止を図るため、間伐材の利用を促進する。 

搬出・加工・流通環境を整備し、材料製造過程においてエネルギー

消費の少ない県産材の利用を促進する。 

 

  

県産材の有効活用で地球温暖化防止！ 

 

  

 

イ メ ー ジ 図 

施 策 内 容 
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具体的施策のイメージ図  Ｎｏ.9  【共通】 

施  策  名 Ⅴ．効率性向上による長期的コストの低減 

②工事情報の電子化 

具体施策名 建設ＣＡＬＳ/ＥＣの導入推進 

入札契約情報を逐次インターネットで公開 

 入札契約手続きの透明性の向上や事務効率の向上を図るために事

業の各段階での電子化の導入を推進する。 

競争参加資格者情報、発注予定情報、指名基準、入札・開札調書及

び結果、入札監視委員会の審議議事録などを逐次公開する。 

 

  

   電子入札システムを更新！ 

 

  

イ メ ー ジ 図 

施 策 内 容 

従来 ＡＳＰへ更新



 

 

企業局長

教育長

警察本部長

総合政策部長

経営管理部長

県民生活部長

保健福祉部長

環境森林部長

産業労働観光部長

農政部長

県土整備部長

事務局 : 財政課

環境森林部：公共工事コスト縮減推進委員会

（事務局：環境森林政策課）

農 政 部：公共工事コスト縮減推進委員会

（事務局：農村振興課）

県土整備部：公共工事コスト縮減推進委員会

（事務局：技術管理課）

公共工事コスト縮減対策部会

栃木県公共事業施行対策連絡会議 （ コスト縮減対策に係る検討組織体制 ）

議長 ： 知 事

副議長：副知事・会計局長

部会長：県土整備部長

委 員：各部局課長

（事務局：技術管理課）

栃木県公共事業施行対策連絡会議

（別 紙） 
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公共工事コスト縮減対策部会運営要領 
 
（目 的） 
第１条 この要領は、栃木県公共事業施行対策連絡会議設置要綱第６条第２項の規定に基づい

て設置する「公共工事コスト縮減対策部会」（以下「部会」という。）の運営に関し必要

な事項を定める。 
 
 （任 務） 
第２条 部会は、次に掲げる事項について、検討・調整を行う。 
   １ 公共工事コスト縮減を図る行動計画の策定に関すること。 
     (1) 工事の計画・設計等の見直しに関すること。 
    (2) 工事発注の効率化等に関すること。 
    (3) 工事構成要素のコスト縮減に関すること。 
    (4) 工事実施段階での合理化・規制緩和等に関すること。 
   ２ 実施状況の調査に関すること。 
   ３ その他必要な事項 
 
 （構成・運営） 
第３条 部会は、部会長、副部会長及び委員をもって組織し、別表に定める者をもって構成す

る。 
 ２ 部会長は、県土整備部部長を充てる。 
   ３ 副部会長は、県土整備部次長（技）を充てる。 
 ４ 部会長は、部会を代表し会務を総理する。 
   ５ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるときは、その職務を代理する。 
 ６ 部会長は、必要に応じ、部会を開催し、議長として会議を主宰する。 

 
 （報 告） 
第４条 部会長は、部会において検討された事項等を「栃木県公共事業施行対策連絡会議」に 

報告するものとする。 
 
 （事務局） 
第５条 部会の事務局は、県土整備部技術管理課に置く。 
 
 （雑 則） 
第６条 この要領に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 
 
  附 則 
    この要領は、平成９年５月１９日から適用する。 
    この要領は、平成１２年４月１日から適用する。 
    この要領は、平成１３年４月１日から適用する。 

この要領は、平成２２年７月１日から適用する。 
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（別 表） 

公共工事コスト縮減対策部会組織表 
部 会 長 

県 土 整 備 部 長  

副 部 会 長 
県土整備部次長（技） 

総 合 政 策 部 総合政策課長・市町村課長 

経 営 管 理 部 財政課長                      

環 境 森 林 部 
環境森林政策課長・自然環境課長 
林業振興課長・森林整備課長 

保 健 福 祉 部 保健福祉課長 

産業労働観光部 産業政策課長  

農   政  部 農政課長・農村振興課長・農地整備課長 

県 土 整 備 部   技術管理課長・道路整備課長・河川課長 
都市整備課長・建築課長                   

企   業   局 地域整備課長・水道課長                      

教 育 委 員 会 文化財課長 

委 員 

警 察 本 部 会計課長 

事 務 局 県 土 整 備 部 技 術 管 理 課 
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公共事業コスト縮減行動計画２０１０  栃木県 

    平成２２年７月  

 

監   修         公共工事コスト縮減対策部会 

 

問い合わせ先    事務局  栃木県県土整備部技術管理課 

                      〒320-8501 栃木県宇都宮市塙田１丁目１番２０号 

                      電話 028-623-2421 

 

 


